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社会支出需要と労働市場制度 ―OECD15ヵ 国のパネルデータにもとづく比較制度分析一

論 説

社会支出需要と労働市場制度
-OECD15ヵ 国のパネルデータにもとづく比較制度分析―*

遠 山 弘 徳

本稿では、金融化が進んだ現代経済において、経済的リスクがどのように社会支出需要に関連

づけられるのかを検討する。そのさい、 リスクと労働市場制度の相互作用および金融市場の発達

の考察が重要であることが強調される。経済的リスクの源泉がどこにあれ、労働者はリスクから

自己を守る手段として社会支出を需要する。こうした理由から、労働・製品市場リスクにくわえ

て、金融市場リスクをも導入したモデルを提示する。実証的には、1965年から2002年 にかけての

OECD15カ 国のパネルデータを利用し、社会支出需要が労働および金融市場リスクによつて説明

されるということを示す。また社会保険型の労働市場制度が社会支出に与えるリスクの効果を弱

めるということも示す。最後に、こうした実証分析にもとづいて、フレキシブルな労働市場の創

出を意図した、日本における労働市場の制度改革が社会保護の低下に帰結し、労働者の直面する

経済的リスクを拡大する、ということを指摘する。

1日 本稿の課題

労働市場制度は、既存の多くの研究が示しているように、雇用パフォーマンスに影響を与える

要因であるヽ 同時に、Agell(1999)(2002)に よつて強調されているように、労働市場制度は労働市

場において発生する各種のリスクから労働者を保護する「社会保険」でもある。たとえば、雇用

*本稿はシンポジウム``」apanese Capitalism Evolving and Asian Economic lntegration''(Yokohalna,Japan,
August 30 31,2008)に おいて報告されたZα bθ″

`κ
グルπα%εttJ腕″ι′助 お απグ励 ″ sクιZルなグπC硼りα鉾

αイグυθ Pθγspθθ′グυ〆に加筆・修正を加えたものである。
1労
働市場制度と労働市場パフォーマンスの関連に関する研究は、(1)制度の直接的な効果に焦点をあてる研究、

(2)経済的ショックと制度の相互作用に焦点をあてる研究、(31制度の間の相互作用に焦点をおき、雇用パフォー

マンスに与える諸制度の効果に注目する研究――以上の3つに大別されるであろう。たとえクま Nickell(199η (1998)
においては、労働市場制度の指標が、直接、失業率の各国間の相違を説明するために利用されている。また、

Nickell et al.(2003)に おいては、制度の変化が集計的需要ショック、生産性ショックおよび賃金ショックと相

互作用するとき、長期的な失業水準の展開とベヴァリッジ曲線のシフトを説明するモデルが示されている。労

働市場制度とマクロ経済的ショックの相互作用に焦点をあてた先駆的な研究はBlanchard and Wolfers(2000)

であるcマクロ経済的ショックは失業率の上昇を説明するが、制度変数は失業率の各国別相違を説明する。彼
らは経済的ショックと労働市場制度が相互作用したばあいにかぎり、失業率の各国別相違を説明できることを

示している(Nickell et al.(2005)も 同様のショックと制度の相互作用に関する検討を行つている)。 近年の研究

動向に関する包括的な文献としてはBassa丘 ni and Duval(2006)の 研究を参照されたい。Nickellや Blanchard

and Wolfersの実証分析の頑健性に疑間を投げかける研究としてはBaker,et al.(2004)が参照されるべきである。
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保護法制は失業 リスクじたいから労働者を保護する制度であり、失業給付は失業による所得喪失

リスクを軽減する制度であり、また職業訓練は、広義には、人的資本の価値低下 リスクを抑制す

る制度といえる。

だが、労働者を労働市場 リスクから保護するのは、労働市場制度だけではない。各種の所得保

障への社会支出は、労働者が疾病や失業等のリスクに遭遇した場合でも、労働者の生活を安定的

に維持することを可能にする。これは、Esping― Andersen(1990)に よつて提示された福祉国家の

担 う労働力の「脱商品化」機能である。

労働者の直面するリスクは、近年、拡大しつつあることが指摘されている。たとえば、Rodrick

(1998),Garret(1998)は、グローバリゼーション (貿易の開放度によつて尺度される)の拡大が労

働市場のボラテイリテイを拡大させ、労働者の直面する経済的リスクを拡大させていると指摘し

ている。また、Iversen and Cusack(2000),IVersen(2001)も 脱工業化が労働者の経済的不安定性

を高めていると主張している。労働者は、直面するリスクが高まれば、自己の生活の安定化をは

かるため、社会支出需要を拡大させるであろう。そうした社会支出需要が社会政策に反映される

とすれば、社会支出の拡大が期待される。したがつて経済的リスクと社会支出の間には正の関係

が予測される。

しかし、労働市場制度が「社会保険」として機能する以上、労働者の直面する経済的リスクの

大きさは各国経済の労働市場制度の構図に応じて異なる。したがつて、経済的リスクと社会支出の

関連は、制度の影響を考慮することなしには、明らかにできない。本稿の課題は、労働市場制度

の効果を考慮し、経済的リスクがどのように社会支出と関連づけられるかを説明することにある。

労働者にとって重要なのは一―それが雇用から派生するものであれ、人的資産から派生するも

のであれ―一生活を支える所得である。現在では、労働者の所得の源泉は雇用だけではない。経

済の金融化が進行する現代の先進経済諸国においては、金融資産は雇用とともに家計の重要な所

得源泉である。したがつて経済的ショックは、失職リスクやそれに伴う雇用所得損失、人的資産

の価値減価を生み出すだけではない。それに加えて家計の保有する金融資産の価値減価のリスク

を引き起こす可能性もある。労働者の受け取る所得が人的資本から生み出されるものであれ、金

融資産からのものであれ、経済的ショックに直面したときに失われる経済的損失が上昇する可能

性が高くなるかぎり、労働者はそうした経済的損失を相殺する保険として社会支出需要を拡大さ

せるであろう。本稿においては、経済的リスクと社会支出の関連を考察するさいには、金融市場

の働きも考慮する必要があることが強調される。

本稿は次のように構成される。第1に、経済的ショックに直面した場合、労働者が遭遇するリス

クを、失職に伴う所得損失リスクから資産の価値減価リスクヘと議論を拡張する。価値減価のリ

スクにさらされるのは人的資産だけではない。金融資産もリスクに直面する。このため、リスク
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と制度の関連を検討するさいには、労働市場から金融市場へ拡大した理論的枠組みを示す。次い

で、OECD15カ 国の1965年から2002年 のパネルデータを利用し、理論仮説の妥当性を評価する。

最後に、日本における労働市場改革を評価するために、推定されたモデルにもとづいて、労働市

場制度の変化が社会支出にどのような影響を与えるかを検討する。

2.社会支出と経済的リスク

労働者はなぜ政府に社会支出の拡大を求めるのか。1つの答えは、労働者が、自己の将来の所得

を脅かしかねない経済的リスクから自己の所得を保護しようとする、というものである。こうし

た社会支出需要の背後にあるのは、社会保険動機である
2。 すなわち、将来の所得喪失リスクに対

する保険を求める動機である。Hans― Werner Sinn(1995)が 述べているように、「福祉国家の主要

な利点は保険であり、再分配的課税のリスク低下機能である」 (Sinn(1995),pp.495-6)。 言いかえ

れば、労働者は、社会支出の存在によって自己の所得を市場の変動から切り離すことができるた

め、そうした支出を需要するのである。「社会保険」としての社会支出が如何にして経済的リスク

と関連づけられるのか。この点を考察するために、最初に経済的リスクの源泉等を検討しておき

たい。

2.1 経済的リスク

何らかの経済的ショックが発生したとき、労働者は経済的リスクに直面するであろう。経済的

リスクとは何か。本稿では、 リスクは労働者が自己の職を失うリスク、およびそれに伴う将来所

得の喪失リスクを指す。人的資本 (すなわち労働者の技能)が一般的であり、失職した場合に異

なつた産業や企業において別の職を容易に見つけることができる場合、自己の職を失うリスクは

労働者にとってそれほど大きな脅威とはならないであろう。しかし、彼らの資産 (技能)が所属

する産業や企業に特殊的であるとき、失職は人的資産価値の減価へと至り、さらに将来所得の低

下に帰結するであろう (Iversen and Soskice(2001),IVersen(2005),Cusack,Iversen and Rehm

(2006))。 すなわち、失業は、労働者の技能が特殊的であるとき、労働者にとってより大きな脅威

となる。

要約すれば、労働者の直面する経済的リスクは2つの源泉から発生する。第1に、労働者が現在

の職を失うか否かである。これは失職もしくは失業リスクと呼ぶことができる。第2に、現在の職

を失う結果、どれだけの所得が失われるかである。これはリスクのサイズもしくはコストと呼ぶ

2既
存の研究において指摘されてきた、もう1つの動機は再分配動機である。労働者は不利な経済状況にあるとき、

再分配からより多くの便益を受け取ることが期待できるため、所得の再分配を支持する。しかし、労働者の社

会支出拡大需要が再分配動機によつては説明されないという実証研究もある(Moene and wallerstein(2001))。
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ことができるであろう。この第 2の源泉はさらに失職の結果としての所得の喪失と人的資本の潜在

的な価値減価に分類される。

2.1.1 失業 リスク :グ ローバリゼーションと脱工業化

これまでの研究の中には、グローバリゼーシヨンが経済的リスクを拡大するにあたっての決定

的な源泉だとする主張が認められる (Rodrik(1998),Garret(1998))。 こうした研究によれば、グ

ローバリゼーションは労働市場のボラテイリテイを高め、労働者はより大きな失職リスクに直面

するという。労働者の直面するリスクの上昇は経済的不安を高める。こうした経済的リスクの上

昇を受け、労働者は、貿易の開放の上昇によって被るコストを相殺するために、社会支出の拡大

を需要する。彼らの実証的研究によれば、貿易の開放度が福祉支出に正の、有意な効果を与える

ことが示されている3。

市場のボラテイリテイが労働者にとり脅威となるかどうかは、どれだけ大きなコストを労働者

が被るかに依存する。したがって、そうしたコストの大きさが異なれば、市場のボラテイリティ

の上昇に対する対応も異なるであろう。特殊的技能を有する労働者は一般的技能を有する労働者

よりも、より大きなコストに直面するであろう。特殊的技能労働者は、社会支出に対する需要を

引き上げることによつてグローバリゼーションに対応する可能性が高い。

社会支出の拡大をグローバリゼーションと結びつける研究とは異なり、脱工業化に注目する研

究も存在する (Iversen(2001),IVersen and Cusack(2000))。 そうした研究においては、経済的

不安における各先進経済間の相違はグローバリゼーションよりもむしろ脱工業化に起因する、と

主張されている。脱工業化は、製造業や農業等のセクターからサービス・セクターヘと移動する

よう、労働者に圧力を課す。そうした移動は、労働者の技能が容易には転用できないものであれ

ば、困難なこととなるであろう。したがつて脱工業化は、とりわけ特殊的技能を有する労働者を

より不安定にする。そうした労働者は、より社会支出の拡大需要を高めるであろう。

2.1.2 リスクの大きさ :所得の低下と資産の価値減価

失職リスクがどの程度労働者にとって脅威となるかは、失職にともなう所得の低下がどれだけ

大きなものとなるかに依存する。これはリスクの源泉というよりもリスクの大きさに関係する。

2つの要因―一すなわち、賃金分布と人的資本資産の特殊性一 がリスクの大きさに影響を与える

であろう。

3グロ_バ リゼーションと福祉支出の関係に関する証拠は確定的なものではない。たとえば、Iversen(2001)は 、
産業別の産出高のボラテイリテイが輸出依存度とともに上昇するかどうか、またそのようなボラテイリティが

産業別賃金と雇用の変動の拡大へとつながるかどうかを検討し、彼は次のように結論づけている。「製造業の輸

出依存度と…ボラテイリテイのどの指標との間にも如何なる関係も存在しない」 (Iversen(2001),p.50)。
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(1)賃金分布

賃金分布が拡大する場合、労働者が分布のボ トムエンドに入るとき、労働者の失 う所得は拡大

する。賃金分布が広がれば広がるほど、労働者の将来の所得に関して不確実性が高まるであろう。

なぜならば賃金分布における自己の将来のポジションに関する不確実性が拡大するからである lAgell

(1999))。

労働者が職を失 う場合、賃金格差が拡大するにつれて、将来所得の低下の拡大に直面すること

になる。したがって、失業とそれに起因する将来所得の損失は労働者により大きな脅威を与え、

社会支出を需要するように駆 り立てるであろう。もしくは労働者は賃金分布の縮小を求めると期

待される。

(21人的資本の特殊性

Iversen and Cusack(2000)の議論は、失業リスクがどこから発生するかを示すとともに、失業

リスクがどの程度大きな脅威を労働者に与えるか一一すなわち、 リスクの大きさについても示唆

を与える。脱工業化は労働者をして、かれらの職を失わせるというリスクにさらすが、その場合、

労働者の保有する人的資産 (技能)が特殊的であり、他の産業に容易には移転できない場合、人

的資産の価値を維持することは困難となる。人的資本資産の構成一一般的か、特殊的か一は、失

職した場合、失われる人的資本投資の価値 (資産から期待される所得流列)の大きさを決定する。

言い換えれば、人的資本の特殊性の程度が高ければ高い程、失職にともなう経済的損失は大きく

なり、社会保険に対する需要は上昇する。脱工業化によつてより大きな経済的不安に直面するの

は資産特殊的な技能を持つ労働者である
4.

たとえば、 リスクの源泉がグローバリゼーションにある場合でも、自己の技能構成にかかわり

なく、すべての労働者が、貿易の開放の拡大を受け、社会支出需要の拡大を求めるわけではない。

市場のボラテイリテイの上昇に直面した場合、労働者がどの程度社会支出需要を求めるかは、彼

らが直面する調整コスト次第である。特殊な技能を持つ労働者は、よリー般的な技能をもつ労働

者に比べ、より高い調整コストに直面するであろう。したがつて社会支出拡大によってグローバ

リゼーションに対応する可能性がより高い。

13)金融市場の発達

大半の人々にとって失職は、雇用が所得の主たる源泉である以上、大きな脅威である。だが、

失職が脅威となるのは、それが直ちに所得の低下へと至る場合である。失職した場合でも、金融

4こ こから、Iversen and Soskice(2001)は 、資産特殊的な技能を持つ労働者がとくに福祉国家を支持する傾向に
ある、ということを示している。
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資産からの所得を受け取ることができる場合、失職と経済的損失とは切り離されるであろう。現

在では、労働者の所得の源泉は人的資本資産だけではない。経済の金融化が進行する現代の先進

経済諸国においては、金融資産は雇用とともに家計の重要な所得源泉である。たとえば、Bertola

(2007)は、金融市場の発達が政府の再分配政策に代替しうると主張している。金融の発達は将来に

わたる家計消費をスムーズにする手段を提供する。金融市場によつて個人がリスクをプールし、

相殺できるかぎり、個人にとつて所得の不確実性を引き下げることが可能となる。家計は金融市

場を利用することによって所得損失リスクを軽減できるかもしれない。

じっさい、Bert01aの主張を裏付けるいくつかの実証研究が見られる。たとえ}よ Catte et al.120041

は住宅資産が消費に与える効果を検討し、抵当市場の発達と消費の間に正に相関を見出している

(Catte et al.,p.17).よ リー般的に、Deroose(2006)は、より自由化された金融市場を有する国

において住宅・金融資産からの「資産効果」がより大きいということを見出している。

金融市場の発達は家計に金融市場の利用を可能にすることにより、労働市場のボラテイリテイ

に起因したリスクを緩和することができるかもしれない。しかし、そうした金融資産は金融市場

のボラテイリティが拡大した場合、それじたいも価値減価のリスクにさらされる可能性がある。

とりわけ、家計の金融資産が銀行預金から年金や投資信託等のリスキーな金融資産へとシフトし

つつある場合、金融資産減価の可能性はさらに高まるであろう (A'rista(2008),Glyn(2006))。 金

融市場が発達し、家計の金融資産が増加するにつれ、家計は金融市場のボラテイリティに脆弱と

なる。したがって経済的ショックは、かりに失職リスクとそれに伴う雇用所得損失リスクあるい

は人的資産の価値減価リスクをまったく引き上げない場合でも、家計の保有する金融資産の価値

減価のリスクを引き起こす可能性もある。

2.2 社会保険としての労働市場制度

経済的リスクは、脱工業化に起因するものであれ、グローバリゼーションに起因するものであ

れ、直ちに社会支出需要につながるものではない。なぜならば、労働市場リスクに対する「社会

保険」としての機能は労働市場制度も担いうるからである。したがつて、リスクは各種の労働市

場制度をつうじて社会支出需要に媒介され、 リスクの影響度は各国の制度的要因に応じて異なる。

大半の労働者にとつて、人的資本はもっとも重要な資産である。労働者は人的資本を形成する

ために、ときにはリスキーな投資 (すなわち、技能への投資)を行う。だが、民間の保険市場で

は技能への過少投資といった市場の失敗を克服することはできない。民間の保険市場はリスクに

対して自己の資産の保護を求める労働者の需要に応えることはない
5。

保険市場が存在しないケー

5「
リスク回避的な個人にとって不確実は不安の種である。一だが、民間保険市場では、労働市場に起因する多様

なリスクからの保護を求める人々の需要に対応できないであろう。とりわけ、…人的資本に係わる長期的な保
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スでは、福祉国家が将来の不確実性に対する保険一―すなわち、社会支出―― を労働者に提供す

るにあたって中心的な役割を担 う。だが、福祉国家に代わつて労働市場制度も労働者に保険を提

供することができる。適切にデザインされた制度であれば、失職 リスクから労働者を保護し、 リ

スキーな投資を行うよう労働者を促すであろう (Agell(2002))。

社会保険手段として労働市場制度は福祉支出に代替しうる。そのような場合、経済的リスクに

対する保険として社会支出需要が拡大することは期待されない。したがって、経済的リスクと社

会支出需要の関連を問う場合、労働市場制度もしくは社会支出のいずれが労働者に保険を提供す

るかを確定することが重要となる。

労働市場リスクに抗する「社会保険」としての雇用保護法制 (EPL)と 失業給付 (UB)の代替

性は周知のとおりである。Boeri(2002)は 労働市場リスクに抗する社会保護6が典型的には2つの仕

方で提供されるということを指摘している。1つは解雇に対する法的な規制を課すこと一一すなわ

ちEPLであり、もう1つは、労働者が解雇された場合、労働者に失業給付を提供することである。

そうした2つの相違は明瞭である。EPLはすでに雇用されている人を保護し、課税負担をまったく

要しない。UBも特定の集団をターゲットとすることができるが、一般的にはほぼ人口全体に保険

を提供し、被用者に対する課税によつて資金調達されるのが典型的である (cf.Boeri(2003)(2008))。

2.3 仮説

上述の議論を要約すれば、社会支出、経済的リスクおよび労働市場制度の関連は図1の ように描

くことができるであろう。この理論的枠組みは、金融化された経済において社会支出需要の展開

を理解するためには、経済的リスクが労働市場においてだけではなく、金融市場においても考察

されなければならないということ、また労働市場制度との相互作用の観点からも考察されなけれ

ばならないということを示す。

この枠組みを前提とすると、失業リスクが拡大するにつれて、そしてリスクの大きさが拡大す

るにつれて、労働者はリスクから自らを保護する手段として社会支出需要をより拡大させる。だ

が、そうしたリスクは労働市場制度をつうじて社会支出需要に結びつけられるため、両者の関連

は労働市場制度によって緩和されることもあれば、強められることもある。さらに、失業リスク

とリスクの大きさの両者には、グローバリゼーション、脱工業化、賃金分布および金融市場のボ

険契約の執行問題のために、保険産業が長期的なキャリア・リスクに対する保護を提供することはない」 (Agell

(2002),p.3)
6本
稿で利用される社会保護social protectio醐念は、Estevez― Abe,et al.(2001)に よって展開された理解にもと
づく。彼らは雇用保障を表現する雇用保護、失業したさいに損失所得を補填する失業保護、景気変動に起因す
る賃金変動を抑制する賃金保護の3つを総称する概念として社会保護を利用しているが、本稿ではこのうち前2

者を指す。
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図1 社会支出、労働・金融市場リスクおよび制度

ラテイリテイが影響を与える。

グローバリゼーションを労働者にとつての主要なリスクだとみる既存の研究 (Rodrik(1998),Gar‐

ret(1998))は製品市場偏重の理解といえるかもしれない。というのもそうした研究は製品市場に

おける国際競争の拡大に起因するリスクにのみ注目しているからである。他方、こうした見方と

は異なり、 リスクの源泉を脱工業化に結びりける主張 (Iversen and Cusack(2000光 IVersen(2001))

は失業とそれに伴う所得損失および人的資本の価値減価に起因するリスクに焦点を当てるもので

ある。したがってそうした研究は労働市場偏重の見方と言えるであろう。労働者の直面する経済

的リスクは製品市場だけから発生するものではない。同様に、それは労働市場だけに起因するも

のでもない。本稿においては、製品および労働市場に起因するリスクだけではなく、金融市場に

おいて発生するリスクもあわせて考察される。

こうした理論的枠組みにもとづき、本稿で問われる問題は、経済的リスクが如何にして社会支

出に結びつけられるのか、ということである。より具体的には、次の点が問われる。経済的リス

クは労働市場制度とどのように関連するのか、金融市場において発生する経済的リスクは社会支

出とどのように関連しているのか、そして最後に、労働市場制度の変化が社会支出需要にどのよ

うに影響を与えるのか。

Deindustrialization
GlobalizationRisk of

Unemployment

Welfare
Spending Specificity

in Human
Capital Asset

Size of Risk

Volatility in
Financial
Market

Financial Asset

-8-



社会支出需要と労働市場制度 ―OECD15ヵ 国のパネルデータにもとづく比較制度分析―

3.実証

3.1 計量モデルと手法

前節の仮説の適切性を評価するために、経済的リスクを社会支出に結びつける、以下のモデル

を採用する。

再′=α′+Д・4,′4+β2・ 五ヒθκθ″ガθRおれ,′_1+β3・ 五bθrMarたθ
`,ls`j′

″Jθ4島
,′

十

九 ・■ 4α
“
JαiStFuεttrθノダ十ム

・Eεθκθ
“
JaRおれ,卜 1・ 五αわθ̈ ″物∫′Jん″Jθ4島

,卜1+

ム ・五ヒθκθ
“
JaRお治ヶ判

・月κα4ε JαtStruε′ν″θ′″J十 ん
。Cb4″θお

Jノ
+鳥ダ

に)

この(動式において、 乙′は期間ιの経済グにおけるGDPの百分比としての社会保障移転である。

モデルはまた各国に特殊な固定効果も合む。 βlは前期の社会保障移転の係数である。

上のモデルを推定するにあたつては、各変数とも年次データを利用した。またラグつきの従属

変数と固定効果が合められる。ラグつきの従属変数が合められるのは、社会支出が1期間では経済

的ショックを吸収できないと考えられるからである。

(1)式には、固定効果に加えて制度変数も合まれる。制度は時間をつうじて変化しないか、もし

くはごく緩慢に変化するという特徴を持つ。だが、各国に特殊な固定効果を合めている場合、独

立変数として時間をつうじて不変の変数もしくはごく緩慢にしか変化しない変数を合めることが

できなくなる 伍mable and Gatti(2007))。 この問題を回避するために、本稿では、Plumper and

Troger(2007)に よって提案されたFixed Effects Vector Decomposition(FEVD)を 利用する。

3.2 実証結果

モデルの推定に利用されたデータは1965年 -2002年期間のOECD15カ 国7のデータである。デ

ータは一部の経済について利用できなかつた期間もある。最初に、利用されるデータについて簡

単に説明しておきたい。

(1)社会保障移転8

GDPの百分比としての社会保障移転は疾病給付、高齢者給付および児童手当等、社会補助金お

よび中央政府によって支払われる福祉給付から構成される。

7ォ_ス トラリア、オーストリア、ベルギー、カナダ、デンマーク、フィンランド、フランス、 ドイツ、イタリ
ア、日本、オランダ、ノルウェー、スウェーデン、イギリス、アメリカの15カ 国である。
8こ の変数によって福祉国家の規模を提えることには問題があるかもしれない。福祉国家の規模として、この変数
を利用することに疑間を投げかける研究もある(たとえば、Pcttusson and Kwon(2003),Kolpi and PahF 12CIC13))。

しかし、本稿では、社会保障移転は、福祉国家の規模の尺度としてよりも社会保護の尺度として利用される。
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12)経済的 リスク

経済的リスクとしては4つの変数が利用される。すなわち、失業率、脱工業化、開放度および銀

行危機である。失業率はOECD標準の失業率である。脱工業化は、100か ら雇用者数の百分比とし

ての製造業と農業の雇用者の合計を引いたものである。開放度は、GDPの百分比としての輸出と

輸入の合計として定義された、貿易の開放度である。銀行の危機はダミー変数である。銀行危機

が発生した年において1をとり、それ以外はゼロの値をとる。この変数は金融市場のボラテイリテ

ィを提える。

13)労働市場制度

労働市場制度変数としては2つの変数が利用される。雇用保護法制 (Employment Protection

Legislation(EPL))と 労働組合交渉の適用範囲 (UniOn Coverage(UC))で ある。EPLは雇用保

護の厳格さを尺度し、UCは団体交渉によつてカバーされる労働者数 (雇用者数によつて標準化さ

れている)である。

に)コ ントロール変数

コントロニル変数としては、高齢者人口 (人口の百分比としての65歳以上人口)、 GDPの百分

比としての毎年の財政赤字 (政府のプライマリーバランス)力汗J用 される。

表1において、FEVDを利用して推定された結果が示されている。

コントロール変数に関しては、係数は期待された符号を示している。従属人口の大きさは社会

支出に正の影響を与えている。人口の高齢化に対応して、政府が保健・医療および年金に関係す

る支出を増加せぎるを得ないことが理解される。また、政府赤字は社会支出に対しては負の影響

を与えているが、これは、財政状況の悪化のために政府が予算削減圧力を強める、ということを

意味するであろう。

貿易の開放度は一―モデル(1)を除けば一―社会支出に負の効果を与える可能性が高い。貿易の

開放度が高まるにつれて、国内の企業や労働者が熾烈な国際競争に巻き込まれる。そのさい、社

会支出が競争力を低下させると受け止められるため、政府に対して社会支出の削減を求める圧力

が強まる。しかし、雇用保護法制 (EPL)の存在はそうした圧力を弱めるかもしれない。国際競

争にさらされた労働者は社会支出拡大需要を抑制すると考えられる。だが、EPL*Opennessの

効果が正であることから理解されるように、労働者は、EPLが強い場合、社会支出の拡大を求め

る需要を引き上げるかもしれない。これは、労働者じしんがEPLの存在によつてグローバリゼー

ションに起因した雇用のボラテイリテイから保護されると受け止めることによるであろう。

脱工業化はすべての特定化において正の効果を持つ。脱工業化のために労働者に製造業からサ

ービス業へと移動せぎるを得ない場合、特定の部門において自己の職を失い、まったく異なった

―- 10 -一
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表1 社会支出、経済的リスクおよび制度

Social security transfers as a 0/o of GDP

(1) (2)

0.872***      0.886***

(48.29)        (50.99)

0.00984***    -0.0358***

(3.59)        (-4.76)

0.0853***      0.115***

(6.20) (5.46)

-0.129***     -0.137***

(-5,94)        (-6.05)

Financial structure:

PC(p五Vate credit by deposit money banks/GDP) …2.132***   -2.129***

(-8.30)        (-8.33)

Control variables:

Population 65 and over as a%of population    O.122***      0.145***

(4.40)        (5.10)

Annual deficit(prilnary government   -0.141す **    -0.139***

balance) as a %o of GDP

Labor Market Institutions:

EPL(Employment protection legislation)   0.860***      1.331

Union coverage

(3.71)        (1.39)

-0.00267       0.00169

(-0.90)        (0.55)

Economic Risks with Labor Market Institutions. Financial Structure:

Social security transfers (t-1)

Economic Risks:

Openness (t-1)

Deindustrialization (t-1)

Unemployment rate (t-1)

EPlxOpenness (t-1)

EPLxDeindustrialization (t-1)

Openness * PC (t-1)

Deindustrializ ation* P C (t- 1 )

Constant

(-8.11) (-8.05)

0.0515***

(5.75)

-0.0415*

(-2.52)

-3.759***      -4.681***

(-4.95)        (-3.87)

0.912***

(54.82)

0.00295

(0.84)

0.0538***

(3.38)

-0.159*十 *

(-7.32)

-5,946***

(-9.88)

0,0250

(0.98)

-0.0969***

(-6.03)

0.725**

(3.02)

0.0118***

(3.68)

0.933***

(58.89)

-0.0669***

(-6.29)

0.107**米

(4.60)

-0.177***

(-7.69)

-6.167***

(-10.28)

0.0454

(1.79)

-0.0924***

(-5.86)

1.993*

(2.21)

0.0206***

(5.61)

0.0825***

(7.23)

-0.0755***

(-4.50)

-0.0170**

(-2.95)

0.100***

(8.56)

-4.099**

(-3.14)

…0.0132*

(-2.33)

0.0925***

(7.87)

-2.178*

(-2.46)

/ statistics in parentheses
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技能を必要とする他の職を見つけなければならないリスクは高まるであろう。このため労働者は

社会保険手段としての社会支出の拡大を求めるように誘発される (e.g.Iversen and Cusack(2000);

Iversen(2001))。 こうした議論はここで推定された結果と整合的である。しかし、EPLは脱工業

化によつて強いられる労働移動のリスクを低下させるようである。貿易の開放のケースと同様に、

脱工業化とEPLの相互作用は社会支出に対して有意な、負の効果を有する。

失業は期待どおり社会支出に対して強い、負の効果を持つ。大半の労働者にとつて、失業は主

要な所得源泉に対してもっとも直接的な脅威である。表 1の結果が示すように、失業リスクの上昇

は社会支出の拡大需要を抑制するように労働者に圧力を課す。だが、失業は貿易の開放度の上昇

と脱工業化によつてさらに悪化させられるかもしれない、したがって失業リスクは後者の2つの変

数の関数であるかもしれない。

いずれの変数がより影響力を持つかを評価するために、それぞれのリスク変数に関する社会支出

の弾力性を一一 14)と 16)にもとづいて一一データの平均において計算した。結果は表2において示され

ている。この簡単な手法が示すように、もっとも影響力ある変数は脱工業化である。この結果は、脱

工業化が経済的リスクを労働者の不安定性と福祉支出の増加に関連づける主要な要因である、とい

う主張を支持するものである。だが、開放度もまた他の残りの要因に比べ、影響力を有する
9。 くわ

えて、失業と比較すると、金融構造もまた無視できないリスク要因である。失業は所得源泉に対す

るもっとも直接的な脅威であるが、失業の弾力性はかなり低い。こうした結果は、失業がグローバ

リゼーションと脱工業化変数によつて内生的に決定される、ということを合意するかもしれない。

表2 経済的リスク変数に関する社会支出の弾力性

(6)(4)

Economic Risks:

Openness (t-1)

Deindustrialization (t- 1)

Unemployment rate (t-1)

Financial Structure:

Private credit by deposit money banks/GDP

Banking Crisis: 1 if crisis year,0 otherwise

-0.2240424***

(-6.2)

0.459811***

(4.60)

-0.074848***

(-7.69)

…0.259008***

(-10.28)

-0.1908474***

(-5.83)

0.4465753***

(4.52)

-0.0725014***

(-7.64)

-0.2577017***

(-10.25)

0.0038036*

(2.18)

e statistics in parentheses

9 1versen(2001)が 強調するように、脱工業化は福祉支出にもっとも大きな効果を与える。だが、本稿の結果では、

開放度もまた有意な要因であることが確認された。
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労働市場制度に関しては、EPLと UCは失職から労働者を保護すると期待される。EPLが厳格

であり、UCが高い水準にある経済においては、労働者は比較的容易に社会支出拡大要求を表明す

ることができるであろう。分析結果は、こうした予測どおりに、正の効果を示している。この結

果は、労働市場制度が社会支出に対して代替的であるという理解とは整合的ではないかもしれな

い。しかし、それは労働市場制度が社会保険として機能するという主張に反するものではない。

そうした制度が労働市場において労働者の安定性を下支えし、その結果、労働者がより容易に社

会支出拡大要求を求めることが可能となつたという理解がより妥当かもしれない。言いかえれば、

福祉支出と労働市場は社会保護を高める上で補完的である。

金融市場の発達は、労働者の厚生を市場の変動から分離する「社会政策」として機能すると主

張されている (Bertola(2007))。 この主張は、金融市場の構造効果に注目した場合、許容可能であ

るようである。それは社会支出に有意な、負の効果を与えている。

しかし、金融市場の発達それじたいが金融市場の混乱期には労働者の厚生に負の効果を与える

かもしれない。そこで金融市場のボラテイリテイの上昇が労働者の社会支出の需要拡大へとつな

がるのかどうかを評価するために、前掲の(1)式を修正した。

3.3 金融市場のボラティリティ

金融市場リスクが社会支出に与える効果を評価するために、銀行危機ダミーが合められる。ll)

式は以下のように変更される。

巧″=αゴ+Д・4,′_1+β」・五ヒθκθ″ガεRおち,`1+β:・ 五bθrMarkc油りs′J勧′Jθ4島 ,′ +

几・■んαんεJα′S′rπε勧″″ダ+ム・βακ府4gルおお+

A・ Eεθ
“

θZブεRおたノ,卜 1・ 五αbθ減物 ″ル Jf4s′J効″θκsブ,卜1+

鳥
・五ヒθ4θ″ガば な濡′ノ4・ ■ 4ακεJαiStFuε勧

″θノ,卜1+ム・(力″
“

おノ″
+ら
ダ

(2)

(2)式において BαπカルTC%szsはダミー変数であり、銀行危機が発生した年には1の値をとり、そ

れ以外はゼロの値をとる
Ю。他の変数はすべてll)式 と同一である。12)式を推定した結果は表 3にお

いて示されている。

BαπカルでCηsなが社会支出に与える効果はモデル停)においても16)においても正である。こうした

結果は、家計が金融危機の時代に自己の金融資産低下のリスクに直面する、ということを合意す

Ю銀行危機の発生した年の特定化にあたってはデータベース “Episode of Systemic and Borderline Fimial C● ses"

に依拠した。最新のデータは世界銀行のhttp:〃、ぃwl,worldbank.org/finaКe/htnl1/database sfd htmlか ら取

得可能である。なお、同データベースと金融危機についてはCarprio,et al.(2003)も 参照されたい。

-13-
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表3 社会支出、労働・金融市場リスクおよび制度

Social security transfers as a % of GDP

Social security transfer(t-1)

Economic Risks:

Openness (t-1)

Deindustri aliz ation (t-1)

Unemployment rate (t-1)

Financial Structure:

PC(private credit by deposit money banks/GDP)

Banking Crisis: 1 if crisis year,0 otherwise

Economic Risks with Financial Structure:

Openness * PC (t-1)

Deindustriahzation * PC (t-1)

Control variables:

Population 65 and over as a 0/o of. population

Annual deficit(primary government balance) as a 7o of GDP

Labor Market Institutions:

EPl(Employment protection legislation)

Union coverage

Economic Risks with Labor Market Institutions:

EPL * Openness (t-1)

EPL x Deindustrialization( t-1)

Constant

0.909***

(52.67)

0.00519

(1.49)

0.0537***

(3.41)

-0.154***

(-7.31)

-5。 929***

(-9.90)

0.330**

(2.62)

-0.0109

(… 1.93)

0.0877***

(7.47)

-0.0157

(-0.55)

-0.0913***

(-5.62)

0。 912***

(3.69)

0.00969**

(3.07)

0.928***

(56.32)

-0.0570***

(-5.84)

0.104***

(4.52)

-0.171***

(-7.64)

-6.136***

(-10.25)

0.275*

(2.18)

-0.0147*

(-2.55)

0.0955***

(8.15)

0.00754

(0.27)

…0.0884***

(-5.51)

2.194*

(2.43)

0.0180***

(5.05)

0.0732***

(6.94)

-0.0699***

(-4.26)

-3.636**

(-2.81)

-1.673

(-1.93)

Observations

/ statistics in parentheses *夕
<0.05,**夕<0.01,***夕 <0.001
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るであろう。こうしたリスクの上昇から、金融資産価値の低下に起因する所得の損失を埋め合わ

せるため、家計は、政府に社会支出の拡大を求めるように誘発される。

3.4 ′lヽ ,舌

既存の研究一―製品市場偏重もしくは労働市場偏重の見解―― と異なり、本稿では、社会支出

需要の動きを理解するためには、すべてのリスクが同時に考察される必要があることが強調され

た。というのも労働者は、リスクの源泉がどこにあるかにかかわりなく、そうしたリスクから自

らを保護する手段として社会支出を需要するからである。上述の実証結果が示すように、製品・

労働市場と同様に金融市場に起因したリスクもまた社会支出の動きに強い影響を与える。さらに、

労働市場制度―― EPLと UC一―はリスクが社会支出に与える効果を緩和する。こうしたことは

次のことを合意するであろう。EPLがより厳格化されるにつれて、および/またはUCが拡大さ

れるにつれて、労働者は失職リスクから自分じしんが保護されていると受け止めるようになる。

したがってそうした制度的環境のおかげで、労働者には社会支出の拡大を政府に求めることがよ

り容易となるのかもしれない。

4.社会保護と労働市場制度の変化 一 日本経済の制度分析―
日本の労働市場は、1990年代後半以降に急速に押し進められてきた一連の規制緩和

11により、そ

の制度的基盤を大きく変えつつある。こうした制度改革は、たとえば、Jones(2007)が指摘するよ

うに、非正規労働者の大幅な増加をもたらし、労働市場の二重化を形成しつつある。言うまでも

なく、そうした変化が日本の労働者をリスクの上昇に直面させる可能性は高い。そこで日本の労

働市場の制度変化が社会支出需要に如何なる影響を与えるかを検討することにしたい。最初に、

サンプル国との比較において社会保護の変化を確認しておきたい。その上で、表1のモデル(4)に も

とづいて簡単なシミュレーションを行い、制度変化の効果を確認する。

4.1 社会保護の類型

すでに触れたように、Boeri(2002)は、労働市場リスクから労働者を保護する社会保護としてEPL

と失業給付 (UB)をあげ、両者のトレードオフを確認していた。本稿でも、Boeriと 同様に社会

保護を2つの次元で表現するが、上述のように本稿では社会保護は福祉国家の提供する社会支出と

労働市場制度によつて表現されている。以下の図2～ 4においては、1970年代、80年代および90年

代ごとに平均した雇用保護法制EPLと社会支出にもとづき各経済を分類した結果を示してある2.

H1988年 の裁量労働制の導入、1999年の労働者派遣の原則自由化、2004年の製造業への派遣の解禁などが含まれる。
2分
類にあたってはクラスター分析 (ward法 )を利用した。

―… 15 -―
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図2から理解されるように、1971-80年期間においてはスウエーデンや ドイツのようなヨーロッ

パ諸国は、アメリカやイギリスのようなアングロサクソン諸国に比べ、相対的に高い水準の社会

支出とより厳格な雇用保護法制を有する。この期間においては日本経済はいずれのクラスターに

も属さず、社会保護は使用者の解雇に制限を課すEPLのみに依存していたと言える。

.5         75

雇用保護法制

80年代 (1981-90年 )に入つても、社会保護においてヨーロッパ諸経済とアングロサクソン諸

経済との基本的な構図に変化はない。しかし、この時期、日本経済は以前の時代の孤立的なポジ

ションからヨーロッパのクラスターに移動している。したがつて、この期間日本経済の労働者は

以前の時代に比べ経済的リスクの低下を享受していたと言えるであろう。さらに、90年代には、

日本経済はヨーロッパのクラスターから離脱する。したがつて、この期間においては、長期不況

に起因する劇的な社会支出の低下と、徐々に解体されつつあつた雇用保護制度とが社会保護を大

幅に後退させたと見ることが妥当であろう。総じて、経済的リスクから労働者を保護する社会保

護一一福祉国家によつて提供される社会支出と労働市場制度――はアングロサクソン型のクラス

ターの示す構図に接近しつつある。

社
会
支
出

図2 社会保護 1971-1980年

'Austria -France _Germany

Sweden Belqium" Ilaly

- Denmark - NorwaY
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図3 社会保護 1981-1990年

社
会
支
出

図4 社会保護 1991-2000年

5         .75

雇用保護法制
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4.2.労働市場制度の変牝の効果

労働市場帝じ度の変イ臨写社会支出にどのような影響を与え唸かをみるために、簡単なシミュレー

ションを行う。最初に、雇燿保護法制E'Lの効果を検討す藝。最通でのシミュレーション,ま次の

よう文聞いにもとつく一― 「もし日本経済が異なつた経済の霊
'L水
準を採用した場合、社会支出

ほどのようを動きを示す0か J。 本稿ではドイツ、スウェーデンおよびアメリカのEPL水準を取り

上げは。結果は図6において示されてかる。この実験0蔓点は単純に、EPし の変イ證が社会支出など

のよう鍮効果を与えるかを示すことにわる。国5から理解されるように、回本経済がアメリカの霊,L

水準を採躍した場合、社会支臨需要な蓑低下
-3~藉。他方、 Fイ ツちしくはスウェ・―デン水準のE"登

を採用した場合、社会支出成上昇する。

鰺碧 屹炊蛯謳鐘辱えは鰹拗抵聰魏鼈

黎
Jttl‐
7藩妻         … 轟‐雛露働匿P曇

……哺Ⅲ…… 1饗彗憲1鬱偽塁PL   ………苺……攀塩み璽FL

こうした結果がはつなりを示すように、EPし の低下は社会支曲の低下に結びつく。EPLも社会

支出も労働市場にお l‐lト リスクに抗すは保険手段として機能すほ。をれつた、この実験蓼示すよ

うに、E'Lが緩和された場合、日本経済におけ藝労働者は一一社会保護が制度によって提供され

ほのか、政府の社会政策によって提供され卜のかにかかからず――社会保護の低下に直面す藝こ

とになるでおろう。

次に、労働組合の団体交渉の適用範囲USの制度変イIな検討しよう。同一の実験がUCに も適用

され猜。始の結果は国6において示されていゐが、始れによれば、 ドイツもしくはスウェーデン水

準のし0「採用された場合、社会支由は上昇す卜でおろう。他方、アメリカ水準へのUC O低下は

社会支離の低下へと至譜ことに強卜であるう。E'Lのケースと同様に、UCが縮小された場合、日

本の労働者に対する社会保護はより低下することにな卜。
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餘鯰 惧箋餡謳鐘辱え斃彬C靱魏頸

躁 辣 ~菫
J3瞥 議,   ~鸞

~無
湘 艤 滋

……姜 ~軸 壕進:多繍就   ……ル`Ⅲ… ′鵜 丸 痰 |

日本の難働市場の制度改革蓼もともとアレキシプルな労働市場に対する障害をとり除く進おな

意図したものであ藝以上、EPLや UCの ような保険型の制度の機能な低下して行くでお拳う。く

わえて、者のような制度の除去は社会支出に量の効果を与え猜。した5っ て、国本経済の労働繭

場の市J度変イには社会保護の低下に帰結し、労働者の直画する経済騨 スクを拡大す藉可能J窪蓼高

い、と言え卜であるう。

「 螢 賤§鵞晰跛∫量

金融イ位の選んだ現代経済にわいて、経済灼リスクl―■どのように社会支轟需要と関連づけられ藉

のか。進うした問いに答え藉ために、最初に、本稿では製晶および労働市場に進国すはリスクだ

けではなく、金融市場に進国すトリスクち合あるようにリスクの源泉に関す藝理解を拡張した。

さられ、経済約リスクが労働市場制度をつつじて社会支ll■Bi需要とM違うけられはことを考慮し、

経済胸リスク写労働市場帝り度などのように相互作用するかな検討した。

続いて、逸うしぬ枠組みにもとつき、朝覇 19蟷 6年～21鵞2年にわたゐ鼈ECD16カ 国の社会支曲と

経済靭 スクの関連を実証約に検討した。始うした実証醍宛から弓|き出された結果は以下のとお

りであ蛉。グローバリゼーションは社会支由に負の効果を与え、脱工業イ甦は正の効果を与え藝。

しかし、こうした効果はE,LやけCの ような社会保険型の労働市場制度の存在によって緩和され

譜。金融市場の発達について言えば、をれは社会支由に負の効果を与え、労働市場にねいて発生

する経済灼リスクを緩和する。だが、金融市場の効果それ釉体が、銀行危機の時代には労働者の

厚生を悪イ抵させる。したがって、厚生の悪化に誘発され、労働者は社会支曲の拡大需要を強め猜

―- 19 -――
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かもしれない。

実証分析の結果が示すように、社会支出に対する労働者の需要と社会保険型の労働市場制度は

補完的である。こうした両者の補完性を前提とすると、日本における現行の労働市場改革が労働

者に社会支出需要を抑制するインセンテイブを与える可能性は高い。図5と 6が明瞭に示すように、

仮想的な実験からは、EPLの厳格さの低下やUCの縮小が社会保護の後退に帰結し、労働者を経

済的リスクにさらす機会が拡大するであろう、と予測される。

最後に、今後の課題について触れておきたい。本稿では、社会支出需要の拡大を受け、政府が

社会支出を拡大すると想定されているが、この仮定じたい検討されるべき課題である。すでにこ

うした問題は、「パルチザン効果」や「中位の投票者」といつた概念によつて、いくつかの研究に

おいて取り上げられている。

また、本稿では、経済的リスクの上昇が個々の労働者の不安感を高めると想定されているが、

これ自体も検証すべき課題である。そのためにはミクロデータにもとづいた分析が必要とされる

であろう。

【データの出所】

貿易の開;閲奎:Armingeon,et al.,Collllparative Polical Data Set 1960… 2004,Institute of Polit¨

ical Science,1」 niversty of Berne 2006.

OECD標準失業率 :Nickell,W.(2006)The CEP― OECD Institutional Data Set(1960-2004)。

月党工業封ヒ:Nickell,W。 (2006)The CEP-OECD Institutional Data Set(1960-2004).

雇用保護法制 :Nickell,W。 (2006)The CEP-OECD Institutional Data Set(1960-2004).

労働組合の交渉の適用範囲 :Nickdl,W.12006)The CEP― OECD Insituttollal Data Set(1960-2004)。

預金銀行の対民間信用供与/GDP:Beck,et al.(1999)A New Database on Financial Develop―

ment and Structure. Updated data retrieved at the World Bank (http://

econoworldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/EXTDEC/EXTRESEARCH/0,,con_

tentLIDK:20696167～ pagePK:64214825～ piPK:64214943～ theSitePK:469382,00.htrnl)。

銀行危機 :Caprio,et al。 (2003)Banking Crises Database.

人口の百分比としての65歳以上人口 :Anningeon,et al.Comparative Polidcal Data Set,1960-2004.

GDPの百分比としての財政赤字 :Amingeon,et al.Comparative Political Data Set,1960-2004.

GDPの百分比としての社会保障移転:Amingeon,et al.Comparative Poliacal Data S軋 1960-2004.
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